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はじめに
福井市の戦災復興 3 周年を目前に控えた 1948 年(昭和 23 年) 6 月 28 日午後 5 時 13 分(夏時間)に福
井地震が発生した (22) 。震源が内陸で浅いため，地震動は地震学史上稀にみる程の激しいものであっ
た (24) 。そのため，関東大震災以後最悪の惨状をもたらした。福井市は終戦直前に空襲に遭い，全街
焼失しており，その復興が九分通り終了しており，復興よりは全国的にみても最も優位に在ったと自
他共に認めていた (6) 。それだけに，福井地震による再度の痛手は想像に余るものがあったに違いない。
福井地震発生後 1 , 2 年の間にいくつかの調査報告や震災誌が公刊されている。最近の地震研究にお
いてもこれらの公刊資料を参考にしたり，引用したりして必ず福井地震に触れている。本年 (1995 年)
1 月 17 日に，兵庫県南部地震が発生し，淡路島・阪神地区に未曽有の大災害をもたらした。この震災
は 47 年前に勃発した福井大震災と，しばしば比較されている。
福井地震からほぼ半世紀が経過する今日，福井地震についての基礎資料を整理し，次なる大地震へ
準備するために震災の概要を把握しておく時期でもある。筆者は地元の大学で、自然災害に関心を持つ
者として，福井大震災直後に報告されたいくつかの資料に目を通したところ，いろいろと興味深い記
述が存在した。中には，自然科学的側面と社会科学的側面の両面を網羅した好書(22) もある。地震後
50 年近く経過し，福井地震に関する原資料は入手が困難になっており，また，地元の者にしか目に触
れることのない資料等も多い。ここでは，福井地震に関するこれらの資料を整理しながら，地震発生
から復旧に至る経過の概要を紹介する。以下の概要では，主に福井大学附属図書館に所蔵されている
資料や新聞記事等を参考にした。本文中において，引用した資料の出典をいちいち記述するのを避け，
末尾の引用文献番号で対応させることにする。
1 .地震と断層
1.震源
福井地震は，マクゃニチュード(リヒタースケール)で 7.1 (当初は 7.3 とされていた)，最大震度が，当
時の震度階で VI(烈震)であった。福井地震の経験から震度四(激震)が設定され，福井地震の最大震度
は刊に対応する。被害範囲は比較的狭く，震源を含んで、， 10 km (東西) x 20 km (南北)ないし 10 km(東
西) x 45 km (南北) (2 , 14) であった。家屋倒壊率 90%以上の地域は東西約 5 km ，南北 20 km である (35) 。
震源の震央位置と深度については表 1 に示すように一致をみていない。資料に記された震央位置は
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表 1. 福井地震の震源(震央)位置
出典 ヰじ 緯 東 経 深 度
(2) 36007' 136015' 
(6) 36007' 136015' 15 km 
(8) 36006' 136015' 
(9) 36009' 136014' 10 数回以浅
(10) 36008.6' 136017.2' 14 km 
(13) 36008' 136016.8' 30 km 
(14) 36008' 136017' 33 km 
(27) 36010' 136012' o (ごく浅い)
東経と北緯で記述されているが，それを地図上にプロットしたものが図 1 である。報告された震央位
置は最大で約 8 km 離れている。筆者は地震学については詳しくないので，震央位置の決定に関して論
評できない。震央位置が確定しないことは現在でも地元で物議を醸しだしている(福井新聞 95. 1. 7) 。
福井地震は単発の地震ではなく，数秒の間隔をおいて 2 (35) ないし 3 回 (2 ， 11) の大規模な地震が起こ
ったとされている。このことも震源位置の確定を困難にしているのであろう。震源深度についても大
きく異なる値が報告され，評価に苦慮する。福井地震の余震分布 (2 ， 13) は地下 15 km 以浅に起こってい
ることを参考にすると，地下 10 数km の所に震源があった可能性も否定できない。なお，阪神大震災の
震源深度は 17.73 km である (36) 。福井地震の本震と余震では押し引き配置が異なっている (16) 。福井
地震に伴う地震波の記録は (2) と (13) に収録きれている。
福井地震の余震分布 (11 ， 16) は震源や推定地震断層の位置とは関係なく，福井市北部から北に向か
つて広い範囲に分布している。
2. 地震断層
地震発生直後に明瞭な地震断層と，思われる地表断層は見つからなかった (17) 。特に，中央気象台の
報告 (2) では，“地震記録から地震断層の方向と位置は決定できたが，地表踏査からははっきりした断
層は見あたらなかった"と述べられている。大きなものでは幅 70 cm ，深き2mに達する (22) 地割れの
方向についても規則性が認められない (11) 。地表の堆積物(沖積層)があまりにも軟弱であったため，
岩盤中の断層が地表付近で分岐してしまい，多数の小断層(地割れ)として出現している (23) 可能性も
ある。地震直後の空中写真調査 (4) により，噴砂群の並ぶ位置に深部断層が推定された。福井震災誌(6)
では，断層の一部にあたるものとして，異なる 3 本の記述がある。地理調査所時報 (3) は， 2 本の断層
がほぽ平行に地下に存在しているとしている。新編「日本の活断層分布図J (28) ではその 2 本の断層
が動いたと図示している。東側の断層は，丸岡町直下を通り，ほぽ南北に延ぴる細目木断層，篠岡断
層，松岡断層と完全に連続している (28) 。日本学術会議による水準測量や地割れ調査により，図 1 に
示すような位置に断層位置が特定されている (11 ， 13) 。垂直変位量の最大値(隆起最大値一沈降最大
値)は 134 cm である (11) 。水平変位量は 205 cm である (11 ， 13 , 35) 。同じ性格の変位が本震後数カ月引
き続いた (12)0 GHQ(連合国総司令部)の自然災害 (Geology)報告 (7) では，明瞭な地表地震断層は現れ
なかったとし，水準測量データと小断層(地割れ)の並びから断層位置を示しているが，それは学術会
議の報告(11 ， 13) とは異なる位置にある。同じく GHQによる構築物調査 (Engineering)報告 (8) では，
副次断層が福井県庁の直下を北東一南西に走っているとしている。平成元年に発表された福井県地震
被害想定調査総合報告書(26) では， GHQの構築物調査報告と同じ立場を採り，逆‘く'の字形に曲がっ
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た断層を想定した。
福井地震の断層面のサイズは 30 krn X 13 krn とされており (33) ，地表での長さは 27 krn とされている
(28) 。断層面は東に 800ほど傾斜しているらしい (22) 。その一方で、，最近地下の地震断層を捜しても「想
定きれている位置には福井地震断層はない」とも言われている(福井新聞 95. 1. 7) 。
3. 福井地震と広域的な地震活動との関係
福井烈震誌、 (22) には西暦 748 年(天平 20 年)以後福井県に関係する地震約 70 が記述されているの
で，福井地域は，地震学上安全な地域であるとはいえないとしても，福井地震が発生するまでは，比
較的地震活動が少ない地域であった (2 ， 9 ， 10 ， 11 ， 13) 。日本被害地震総覧 (35) によれば，福井地震以
後 2 回の被害地震が福井地震地域で発生している。 1952 年 3 月 7 日には大聖寺沖地震(M=6.5) が起
こり， 1978 年 4 月 3 日には福井県庁の壁が落下する地震(M=4.7) が福井市付近で発生した。過去の被
害地震 (35) の地震データを表 2 に示す。これらの震央の分布を図 2 に示す。それらは福井市から金沢
市にかけて分布しており (10) ，内側地震帯と呼ばれていた (6) 。
福井市内での倒壊家屋の多くが西向きに倒れていた (22) 。地盤が東に向かつて動いたため，建物が
日本海 N爪1
.推定震央
\推定地震断層
。 5 km 
生一山 図 1 :福井地震の推定震央
と推定地震断層の位置。
GHQ 連合国総司令部の
報告書 (7 ， 8) による地震断
層位置。調査研究特別委員
会 日本学術研究会議 (11 ，
13) による地震断層位置。活
断層研究会新編日本の活
断層に示された福井東側地
震断層 (28) 。
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表 2. 福井地域とその周辺で発生した被害地震
番号 発生年月日 東経 北緯 マグニチュード
A 1978.4.3 13601' 36002' 4.7 
B 1952.3.7 136012' 36029' 6.5 
C 1948.6.28 福井地震(表 1 参照)
D 1930.10.17 136021' 36018' 5.3 
E 1900.3.22 136012' 35048' 5.8 
F 1815.3.1 136030' 36024' 6 
G 1799.6.29 136048' 36048' 6 
H 1725.6.17 136024' 36024' 6 
I 1691 136018' 36018' 
1640.11.23 136012' 36018' 6.5 
K 1639.11 136012' 36006' 6 
データは (35) から
西に倒れたと思われ，東西圧縮により東西方向に地盤が収縮したのであろう。東西圧縮という点では
濃尾地震も同じ性格を持つ。福井地震断層と濃尾大地震による根尾谷 温見断層とが関連しているこ
とを最初に指摘したのは，那須信治 (11) である。 1978 年に刊行された福井烈震誌 (22) では，本州横断
地震(福井一温見一根尾谷断層系)の役割を重要視している。現今の多くの活断層研究ではこの立場を
踏襲している(例えば， 31 , 32)。事実，福井地震発生後今日までの微小地震は推定きれる福井地震断層
に沿って分布しており，その延長は根尾谷断層に沿う微小地震分布に連結している (34) 。
その一方で、，福井地震直後の余震分布は福井市から大聖寺までの地域に万遍なく分布していること，
福井地震に伴う地割れの方向がランダムであること (11) ，推定されている福井地震断層の走向がほぼ
南北であること，福井地震断層は東側の山地(越前中央山地)と福井平野の聞を走り，決して越前中央
山地に入り込まないこと，温見断層と福井地震断層とを繋ぐ断層あるいは地形的リニアメントが存在
しないこと等，いくつかの疑問点も残っている。
4. 福井地震と地質との関係
推定きれる福井地震断層は越前中央山地と福井平野の境界に沿って走っている。断層による大局的
な相対的な変位は， 1) 東側が上昇， 2) 東側が北に移動， として説明される。丸岡町東の越前中央山地
は地層面がほぼ水平な中新世の安山岩や堆積岩から構成されているが，福井平野に接するところで急
激に平野側に傾斜し，場所によっては傾斜角が 60。を越す (21) 。このことは，何時の時期からかは不明
であるが，福井平野と丸岡町付近の越前中央山地の聞で，ブロック運動が存在したことを示す。福井
平野東縁の断層を剣岳断層と呼ぶ場合がある (3) 。福井平野の西に位置する丹生山地は現在もブロック
運動をしており，地形面全体が現在も東に傾きつつある (30) 。福井地震断層はこのようなブロック境
界を利用している可能性が強い。
福井地震に伴う家屋倒壊率分布 (2 ， 6 ， 7 ， 9 ， 10 ， 11) は丹生山地，福井平野，越前中央山地という地形
と地質 (10) 及び地下構造 (5) に大きく支配きれている。すなわち，甚大な被害を受けた範囲は推定地震
断層の西側の平野部と加越台地の一部に限られている。越前中央山地は中新世の固結岩から構成され
ており，加越台地は中新世の火成岩や堆積岩を基盤とし，その上位に洪積世の磯層，砂層，泥層が分
布している。一方，平野部の基盤も中新世の固結岩であるが，深さ 150m 以浅の表層部は第四紀層，特
に地下数 10 m 以浅は全く固結していない沖積層で、ある (20 ， 25) 。福井平野の表面は九頭竜川水系の堆
74 -
資料に見る福井大震災の概要
北陸地域における被害地震の分布
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図 2 :福井県から石川県に
かけての歴史被害地震の分
布。震央の番号は表 2 と同
じ。 GHQ(7) に示されてい
る震央分布のうち日本被害
地震総覧 (35) に掲載されて
いるものと福井地震以後の
2 つの地震の震央を示し
10 20 km た。。
積物からなる沖積層で被覆されている。全体的には平坦で、あるが，詳しくみると，扇状地，自然堤防，
氾濫原，後背湿地などが区別できる (25) 。坂井平野(福井平野の北部を指す)の微地形区分による旧扇
状地や新扇状地 (25) では，震源に近くても被害が著しく少ない。古くからの集落は自然堤防等を利用
しており，後背湿地等よりは安定した地盤の上にあったため，被害が相対的に少なかったが，後背湿
地等にあった家屋は軒並み甚大な被害を受けた。隣あった集落で片方は被害率 100% であるのに，もう
一方で、は 0% の被害率であったという事実はこのような地質条件を反映しているのであろう (22) 。
5. 軟弱地質と地震動
福井平野は全国有数の米作地域であり，水田は湿地帯に作られるのが普通で、ある。地震が発生した
6 月 28 日にはまだ水田には水がはられている時期でもある。簡単に言えば，福井平野表層部の土壌は
水に飽和していた (2) 。このことが被害を一層大きくしたのであろう。実際，地震直後大地が波打って
押し寄せてきたという証言 (11) や多数発生した土砂の液状化による噴砂 (10 ， 11) もこのことを裏付け
る。井戸からの噴砂は数多く報告されている (22) 。噴砂は旧河川の水路と密接に関係している (17) 。
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場所によっては地震発生から 2 ， 3 日後まで噴砂が，また， 1 週間以上にわたり井戸からの地下水の噴
出が続いたという証言もある (10 ， 22) 。また，福井平野北部の芦原温泉では，温泉湧出が停止したり，
冷温化したりした (22) 。福井平野の海岸部に分布する三里浜砂丘でも噴砂があったり，墓石等が砂の
中にめりこんだりした (22) 。地割れに挟まれて圧死する人もいた (11) 。記述によれば (10) ， I田の草取
り中の女が眉毛あたりまで埋まって発見されたが，体の左右には 20 cm 程度の割れ目が残っていただ
けで，掘り出してみると直立のまま片手に稲を一株握っていた」。福井烈震誌(22) には，証言と共に，
地割れに挟まれて死亡した例が複数，紹介されている。圧死には，地割れが一度聞き，その後閉じる
ことが必要で、ある。地震動の激しい時には福井駅のプラットホームより鉄道の線路の方が高く見えた
という証言もある (11) 。この事実も大地が大きく波打ったことを示す。
福井地震がマグニチュードの割に被害が大きかったもう一つの要因として，後揺れを指摘する意見
もある。すなわち，震源からの地震波が山地に衝突し，跳ね返ってくる副次波等が本波と重なって，
震度を大きくした(福井新聞 95. 1. 7) 。
II. 大震災被害
1.地震被害
福井地震に伴う被害は甚大なものがあり，阪神大震災までは，戦後最悪の震災であった。被害面積
当りの被害率は史上第 1 位であった (22) 。福井震災の被害の統計的集計は，出典によりかなり異なっ
ている(表 3 )。死者数(行方不明を含む)は最多で 5 ， 547 人，最少で， 3 ， 579 人である。県内の市町村誌
(史)でも，採用する出典により，異なる数値を用いている。これについて現在確定するのはたいへん
困難で、ある。国家警察本部の集計では， 3 ， 579 人(福井県と石川県での死者の総数)である (10) 。また，
公的機関として福井県が発表した数値では，福井県内だけで死者数が 3.858 人となっている。これに
従えば，石川県下での死者数の数 10 人を加えると， 3 ， 900 人程度が最も有りそうな数値であろう。福
井市内(旧福井市)における死者数と年齢との関係を見てみると， 1 歳児が 54 人であり，年齢が高くな
るほど死者数は減少している (22) 。低年齢層に死者が多いという現象は，高年齢層に死者が多かった
という阪神大震災とは好対照を示しており，終戦直後という時代条件を反映しているのであろう。
負傷者数も最大と最小で倍以上の聞きがある。負傷者数については，どの程度の負傷までをカウン
トするかによって聞きが出てくるのであろっ。家屋被害については比較的一致した数値となっている。
表 3 の末尾に阪神大震災の被害統計と， 1989 年に福井県}が調査した，再度福井地震が発生したときの
被害の予想値が載せてある。阪神大震災の場合，死者，負傷者数に比して家屋の倒壊数や焼失数が大
きい。このことは，神戸地区が住宅密集地域であることを反映している。 1948 年に比べて，現在の福
井平野は福井市を始め，開発が進み，人口が増加しているので，再度福井地震が発生したら致命的な
被害 (26) を受けることを覚悟しておかなければならない。なお，福井県では，最新のデータに基づい
て，地震被害予測の再検討を始めている。
2. 火災
地震には火事がつきものであり，家屋の倒壊による死者数より火災による死者数が多く出ることが
しばしばある。福井地震の際も火災が発生し，死者の過半は焼死とみられている (27， 35) 。福井地震
に先立つ 1 カ月以上の間，福井地域ではほとんど降雨を見ず，火災警報が発令されていた(福井新聞
95. 1. 8)。このようなフェーン現象状態に加えて，昭和 23 年は戦後間もなく，福井地域にはバラ ッ ク
建築が多かったこと (6) が被害を拡大した。金沢逓信局の震災報告 (9) には福井地震に伴う火災被害状
況が表示されている。それによると，福井市内では出火件数が 24 件あり， 320 戸に対して 1 件の火災
が発生した。そして，出火 1 に対して約 100 戸が類焼，焼失した。この数字は人口が密集する程悪化
する。福井市中心部では福井駅と東別院を対角とする正方形 (lkmX 1km) の中で 10 程の火元があり，
風速 5-8 mの風により，正方形内はほぼ全焼した。
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表 3. 福井地震による被害統計(石川県を含む)
出典 死者 負傷者 全壊家屋 半壊家屋 焼失家屋 備 考
(2) , (35) 3 ,769 22 ,203 36 ,184 11 ,816 3 ,851 
(6) 3 ,858 21 ,790 33 ,482 8 ,471 4 ,168 福井県内のみ
(8) 5 ,268 10 ,194 35 ,437 5 ,881 3 ,931 非住家の全壊 14 ， 962
(9) 4 ,078 22 ,234 35 ,437 11 ,448 3 ,960 
(10) , (14) 5 ,547 20 ,024 33 ,943 10 ,092 8 ,780 国家警察本部による
(10) 5 ,172 16 ,375 35 ,420 11 ,449 3 ,960 
(13) 3,579 16 ,293 35 ,188 11 ,530 3 ,722 
(19) 3 ,895 16 ,375 35 ,420 11 ,449 3.960 
(22) 3 ,579 16 ,293 35 ,188 11 ,530 3 ,722 国家警察本部による
(27) 3 ,579 16 ,293 35 ,188 11 ,530 3 ,722 
A 3 ,769 48 ,000 3 ,800 
B 3 ,846 21 ,791 33 ,482 12 ,633 福井県内のみ?
(36) 5 , 415 34 ,505 82 ,093 68 ,045 7 ,456 3 月 15 日現在
(26) 1 ,862 17 ,554 34 ,060 15 ,469 10 ,734 福井県内のみ
(死者には行方不明を含む。家屋とは住家に限る)
(26) :福井県による福井県内の地震被害予測 (1989 年)
全壊には木造の大破と非木造の全壊と大破，半壊には木造の中破と非木造の中破，小破を
含む。
(36) :兵庫県南部地震による被害。焼失家屋には半焼も含む。データの一部は 2 月 6 日現在
A: 読売新聞 1995 年 2 月 1 日， B 福井新聞 1995 年 1 月 6 日
福井地震により九頭竜.JlI水系(九頭竜) 11 ・日野川・足羽川など)の堤防が痛めつけられて，その修理
が終了しない 7 月 23 日から 25 日にかけて記録的降悶があった。 3 日間に九頭竜川の上流の大野付近
で 351 mm の雨量を記録した (6 ， 14) 。そのため，九頭竜川水系のいたるところで堤防の決壊等が発生し
た。九頭竜) 11 水系でPの決壊箇所は 113 ケ所である (6) 。福井市北部の灯明寺地区では，堤防が 280(14) 
ないし 370 m (6) に渡り決壊した。これにより，場所によっては 2.4 m (8 尺)の洪水が福井市を襲った。
不幸にも，地震被害がひどかった地域が水害に見舞われた。
この水災により，死亡者+行方不明 5 名(最新の福井県史 (29) では死者 4 名)，負傷者 151 名，流失
家屋 933 戸，全壊家屋 65 戸，浸水家屋 27 ， 000 戸，道路被害 233 ケ所 (27 ， 257 m) ，河川被害 294 ケ所
(34 , 317 m) という被害が地震被害に追い打ちをかけた (6 ， 14) 。
4. 経済的損失
洪水による被害は，根本的には，地震による堤防の弱化が原因であるとして，震災と水災を一括す
るのが実態に近い。資料によっては両者の経済的損失(被害額)を分けて記述しているものもあるが，
震災だけの(と思われる)数値しか記述されていないものもある。さらに，経済的損失の総額を見積も
ることはたいへん困難で、ある。一つは，地震直前の状態に完全に復元することが良策ではなく，破壊
された環境を地震以前より良いものにすることが行われるため，復旧費+改善費として提示きれてい
るであろう。場合によっては，完全に破壊されたので，逆に整備しやすい状況も生まれる。もう一つ
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は，経済的損失の記録が省庁，自治体，担当部局別に報告されていることである。ここでは，資料に
現れた経済的損失(復旧費等)について紹介する。
福井大震災調査報告 (10) には，次のような記述がある r損害は，当局発表によれば福井県 3 ， 000 億，
石川県 50 億円と称されたが，…，福井県の被害は石川の約 10 倍程度と言われていた。…これに失わ
れた人命を考えるとき，…防災と言つことが如何に重要な課題であるかを痛感する」。一方，福井震災
誌(6) によれば，被害額は農林関係で 117 億 7 千万円，土木関係で 18 億 2 千万円，商業関係で 12 億 7
千万円，である。鉄道，通信関係や生産業については金額表示がない。金額記述がないものや少額の
ものを加えると，震災被害は総額で 200 億円程になろっかと思われる。福井県は復旧費として 213 億
円が必要で、あると集計した(福井新聞 48.7.11) ただし，これらの数字については個人所有財産被害
の扱いがどのようになっているかはっきりしない。水災については林業関係の被害額が 4 億 7 千万円
と明示きれている。名古屋鉄道局 (15) は管内の被害総額を 6 億円と見積もった。
この甚大な被害に対する復旧予算要求として，福井県の土木関係の応急復旧に約 1 億円，本復旧に
14 億 5 千万円，石川県では応急復旧に 7 千万円，本復旧に 8 千万円が必要と見積もられていた。北陸
震災調査特別委員会(14) によれば，災害土木費として査定を受け，配分された復旧費は福井県の震災
に対して 44 億円，水災に対して 13 億 7 千万円である。石川県における震災に対して 3 億 1 千万円で
ある。これ以外に県費を流用し，一部地元請負の立替などがある。
これらの金額を評価するのに 1948 年や 49 年噴の物価や給与水準，あるいは国民総生産額を知る必
要がある。物価変動が激しい時期でもあり，比較する時期と基準とする金額によって評価額が大きく
異なる。福井市の記録によれば，震災失業者は福井市内で 11 ， 300 人にのぼる (22) 。震災失業者には，
失業保険手当(在職中の月収の 6 割)が支給され，最高で月 150 円，平均 50-60 円であった (22) 。名古
屋鉄道局の震災誌(15) には，共済組合給付金給与 1 カ月分とか 2 カ月分という記述があり，計算する
と，一人当たりの平均給与(月額)が約 2 ， 500 円となる。また， 1948 年度の国民総生産額は 2 兆 7 千億
円であった (18)0 1989 年度の国内総支出額(おおよそ国民総生産額)は 464 兆円である (37) ので， 1948
年当時の約 172 倍になっている。雇用者の年間所得では， 1948 年が 10 ， 345 円 (18) であるのに対して，
1989 年では 214 万円であり (37) ，福井震災当時の 207 倍となっている。これらの数字から福井震災，
水災の被害額を推し量っていただきたい。なお，阪神大震災による被害総額は平成 7 年 3 月 8 日現在
で，約 10 兆円と見積もられている (36) 。
当然，大災害には義援金が集まってくる。福井大震災の場合，全国から福井県に対して， 1 億 5 ， 813
万円が義援金として提供きれた (6) 。これには，政府や他の都道府県など公共団体からの義援金も含ま
れるが，義援物品は含まれない。義援金は生活困窮者に 7 ， 000 円，全焼者には 5 ， 800 円，家屋全壊者
には 2 ， 000 円，半壊者には 300 円ずつ配布された。福井市には 1949 年 4 月 8 日現在で， 1 ， 347 万円の
義援金があり，死亡者 1 人につき 1.000 円の配布等があった (22) 。
III. 復旧と教訓i
1.復旧経過
震災直後から復旧に向かう経過は (6) と (22) に詳しい。震災直後に福井県の救援本部から全国に向け
て，“福井市，地震にて全滅す，救援を乞う"とラジオ放送を通じて懇請した (6) 。この時点では，ま
だ惨状の全体像は不明で、あった。地震発生翌日の福井新聞には，死者約 30 名，負傷者 65 名，建物の
倒壊約 300 戸，半壊約 2 ， 500 戸という記事が載った(福井新聞 48.6.29)0 1948 年当時の経済状況や混
乱した社会情勢を勘案すると，復旧には相当の時聞が必要であったと想像される。しかるに，この日
には大阪府，京都府からの救助隊や援助物資が特派されている (6) 。災害当日政府は厚生省内に臨時対
策本部を設置し(福井新聞 48.6.29) ，引き続き，災害救助法が適用され，福井震災応急対策が決定され
た (6) 。福井県議会長名で政府と連合軍最高指令官宛に請願書が提出されている。福井県は災害救助法
施行 (1947 年 10 月 18 日)に伴い，条例の整備や 1947 年 12 月 24 日には災害救助隊の設置規程が施行
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される (29) など事前準備が進んで、いた。そのため，復旧は著しく迅速に行われ，福井新聞は 1 月 6 日
付けから再刊きれ， 7 月 7 日の新聞には， g理想、都市実現へ，早くも幹線道路の杭入れ開始'の見出しが
のっている。復旧と平行して都市計画も実行に移されている。都市計画実施に伴い，各戸 25% の私有
地の供出が必要で、あった(読売新聞 95.2.1) 。
同日の新聞によれば，政府から震災応急費と応急復旧費として 20 億円支出する措置が採lられてい
る。さらに，応急措置が終われば，恒久的な復興対策に入るという見地から，厚生省を中心〈に運営さ
れてきた中央災害救助対策協議会の業務を災害復興対策委員会に切り替えることが決定されている。
福井県では， 7 月 9 日には，義援金から家屋焼出者と死者に 1 ， 000 円を配分した。金沢逓信局は，震
災復興の目処がつくところまできたので， 7 月 9 日には，現地復興対策本部を解消した(福井新聞 48.
7.10) 。震災の翌々日には，焼け跡にバラックが建ち，果物や雑貨品が売られていた (6) 。福井新聞 7
月 14 日付けには，義援金募集のためののど自慢大会が聞かれたことも記述されている。 7 月 24 日か
らの水害に対して，福井県は水害対策本部を設置した。
このように，政府，自治体を始めとした迅速な対応とバイタリティ溢れる福井県民の努力により，
応急的な復興は予想外に早く進展した。北陸震災調査特別委員会(14) によれば，地震発生後2 ヶ月で
北陸線は全線開通した(名古屋鉄道局 (15) によれば， 7 月 1 日となっている。パスによる代行部分があ
った)。京福鉄道は 11 月 22 日に回復した。震災 35 日後には，福井市内の建築物は被災家屋 15 ， 000 戸
の内 70.7% が復興し，翌年 3 月 10 日には 87.6% が復興した(本建築，バラック建築，修繕を含む)。
学校関係では， 1 年後には 33% が復旧した。公共施設も翌年の 1 月には 92% が復旧した (5 ， 22) 。これ
には，県内青年団の活躍，他府県からの応援や米箪からの援助の効果も大きい。地震 1 年も経過しな
い翌年の 4 月には「黙々と歯を喰いしばって働きに働き抜いた福井県民の姿は全〈全国同胞にお見せ
したい尊いすがたであった」といえるようになった (6) 。震災後の福井市の人口は震災前に比して減少
することもなく，増加の一途をたどっている (22) 。
勿論いくつかの混乱もあった。救助活動の反省点として，警察(国警察，自治体警察)の活動の一元
化(知事の指導下におくこと)，救助物質の無計画性(中央で計画的に援助物質を依頼せよ)とか，ボラ
ンティア等の応援者を知事の指揮監督下におくことなどが，当時の県知事から指摘されており (6) ，こ
れらは，阪神大震災でも再度指摘されることである。
2. 災害からの教訓i
福井大震災後に災害を大きくした原因や復旧作業における反省点が語られている (6 ， 15 , ' 22) 。それ
らは阪神大震災においても共通して指摘される教訓である。以下に福井震災後に述べられた反省点，
教訓を羅列する。
1) 地震予知と予告の研究を進める。
2) 災害が発生する前の応急処理体制の整備が必要で、あった。
3)緑地帯を多く設けておく。
4) 道路幅を広く取っておく。
5) 風呂の水を張ったままにする(火災を防ぐのに役だった)。
6) 耐震構造の家屋にしておく。
7) 普段使用しないが，災害時に使用する機器の取扱いに慣れていない。
8) 情報確認をする前に人命救助等は行動に移す必要があった。
9)倒壊家屋等の道路からの撤去を強制的に行う必要がった (GHQの指示で行った)。
10)復旧現場への資材等の持ち込み量と必要量が大きく異なってしまい，復旧を遅らす原因どなった。
11)復旧現場への緊急物資と日常物資の仕分けができていない。
12) 救援隊が被災地の迷惑にならないようにする。
13) 上位行政機関と下位行政機関とで判断が異なる場合があった。
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14) 命令・指揮系統が混乱した。
15) 情報が混乱し，責任者が適切な判断を下せなかった。
16) デマと事実の区別が難しい場合があった。
17)水災に対しては，災害発生前に災害救助法が適用できたのでないか。
18)壊滅的被害を受けた場合，災害救助法は机上のプランとなってしまう。
19) 災害直後にやみ料金が横行し，物資の購入が遅れた。
20) 災害時に評論だ‘けをすることは，復旧の邪魔になる。
あとがき
福井大震災に関する資料のいくつかに目を通したところ，福井地震は有名ではあるが，地震活動の
詳細は意見の一致を見ない点が多々あることが判明した。地震の発生そのものも一過性ではないこと
が確認される。被害を大きくした条件に地質環境があったことも判明した。今後の都市計画には地質
条件を十分に考慮しなければならないことを教えている。福井大震災は，地震・火災による被害の他，
予想しなかった洪水によっても被害が拡大した。災害復旧は全ての業務が緊急で、あることは疑いない
が，大きな二次災害を誘発しそうな損傷から優先的に回復させるべきであろう。福井大震災の復旧作
業は戦後 3 年目という時期にもかかわらず，著しく迅速に進展した。いくつかの反省点も認められる
が，行政と住民とが同じ目的に向かつて日夜努力した結果であり，高く評価きれる。福井大震災から
導き出された教訓が，阪神大震災後にも再度教訓として取り上げられている。同じ教訓が繰り返し語
られることがないように，福井大震災や阪神大震災を忘却の彼方へ追いやらないことが肝要でおある。
昭和 23 年に地学雑誌が再刊され，その最初に次のような記事がある (1): 1"災害は文化社会の特産物
であるが，災害がはこぴるに委せた社会は決して真の文化社会ではない。防災科学に基づいた防災施
設が必要で、ある」。
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